
○
住

宅
扶

助
費

が
家

賃
支

払
い

に
適

確
に

充
て

ら
れ

る
よ

う
、

生
活

保
護

受
給

者
に

代
わ

り
福

祉
事

務
所

が
家

主
等

に
納

付
す

る
こ

と
を

可
能

と
し

て
い

る
。

あ
わ

せ
て

、
通

常
、

家
賃

と
一

緒
に

支
払

う
共

益
費

（
生

活
扶

助
）
に

つ
い

て
も

代
理

納
付

を
可

能
と

し
て

い
る

。

○
代

理
納

付
制

度
の

よ
り

一
層

の
積

極
的

な
活

用
に

つ
い

て
、

平
成

２
７

年
に

全
国

の
地

方
自

治
体

あ
て

に
通

知
す

る
と

と
も

に
、

毎
年

、
地

方
自

治
体

の
生

活
保

護
担

当
を

参
集

し
た

全
国

会
議

で
周

知
を

図
っ

て
い

る
。

○
平

成
２

９
年

１
０

月
に

施
行

さ
れ

た
改

正
住

宅
セ

ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
法

に
お

い
て

、
新

た
に

、
代

理
納

付
を

推
進

す
る

た
め

の
手

続
き

を
整

備
し

た
。

①
登

録
住

宅
（
※

）
の

賃
貸

人
は

生
活

保
護

受
給

者
の

家
賃

滞
納

等
に

係
る

情
報

を
福

祉
事

務
所

に
通

知
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
通

知
を

受
け

た
福

祉
事

務
所

は
、

代
理

納
付

等
の

措
置

の
必

要
性

を
判

断
す

る
た

め
、

速
や

か
に

事
実

確
認

を
行

う
。

※
住

宅
確

保
要

配
慮

者
の

入
居

を
拒

ま
な

い
賃

貸
住

宅
と

し
て

登
録

さ
れ

た
住

宅

住
宅

扶
助

は
、

福
祉

事
務

所
が

生
活

保
護

受
給

者
に

代
わ

り
、

直
接

賃
貸

業
者

に
家

賃
を

弁
済

す
る

代
理

納
付

が
可

能
。

（
生

活
保

護
法

第
37

条
の

２
）

住
宅

扶
助

の
代

理
納

付
の

仕
組

み

実
施
機
関

賃
貸
業
者

賃
借

権
の

提
供

家
賃

支
払

債
務

被
保
護
者

②
住

宅
扶

助
に

相
当

す
る

金
額

③
住

宅
扶

助
の

交
付

が
あ

っ
た

も
の

と
み

な
す

①
賃

貸
借

契
約

生
活

保
護

の
住

宅
扶

助
に

お
け

る
代

理
納

付
に

つ
い

て

調
査

時
点

住
宅

扶
助

支
給

世
帯

数
（
Ａ

）

代
理

納
付

実
施

世
帯

数
（
Ｂ

）

代
理

納
付

実
施

割
合

（
Ｂ

／
Ａ

）

平
成

2
8
年

7
月

1
,3

8
5
,2

7
8
 

3
0
4
,6

4
2
 

2
2
.0

%

平
成

2
9
年

7
月

1
,3

8
9
,5

7
8
 

3
1
7
,5

0
1

2
2
.8

%

平
成

3
0
年

7
月

1
,3

8
6
,6

3
9
 

3
2
2
,5

1
4

2
3
.3

%

内 訳

公
営

住
宅

2
4
5
,5

5
4

1
4
7
,3

1
8

6
0
.0

%

民
営

の
賃

貸
住

宅
9
4
3
,8

1
6

1
6
0
,9

1
0

1
7
.0

%

そ
の

他
1
9
7
,2

6
9

1
4
,2

8
6

7
.2

%

住
宅

扶
助

代
理

納
付

実
施

状
況

厚
生
労
働
省

厚
生
労
働
省

平
成

３
０

年
１

１
月

２
７

日
厚

生
労

働
省

社
会

・
援

護
局

第
１
①

-93-



全
国

の
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
一

覧
（
都

道
府

県
・
指

定
都

市
：
6
9
カ

所
）

平
成

2
9
年

7
月

時
点

自
治

体
名

セ
ン

タ
ー

名
所

在
地

電
話

番
号

自
治

体
名

セ
ン

タ
ー

名
所

在
地

電
話

番
号

都
道

府
県

都
道

府
県

1
北

海
道

北
海

道
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

札
幌

市
白

石
区

本
通

1
6
丁

目
北

6
番

3
4
号

0
1
1
-
8
6
4
-
7
1
2
1

3
6
岡

山
県

岡
山

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
岡

山
市

北
区

厚
生

町
3
丁

目
3
番

1
号

0
8
6
-
2
0
1
-
0
8
5
0

2
青

森
県

青
森

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

青
森

市
三

内
字

沢
部

3
5
3
番

地
9
2

0
1
7
-
7
8
7
-
3
9
5
1

3
7
広

島
県

広
島

県
立

総
合

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

安
芸

郡
坂

町
北

新
地

2
丁

目
3
-
7
7

0
8
2
-
8
8
4
-
1
0
5
1

3
岩

手
県

岩
手

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
盛

岡
市

本
町

通
3
丁

目
1
9
番

1
号

0
1
9
-
6
2
9
-
9
6
1
7

3
8
山

口
県

山
口

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
防

府
市

駅
南

町
1
3
-
4
0

0
8
3
5
-
2
7
-
3
4
8
0

4
宮

城
県

宮
城

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
大

崎
市

古
川

旭
5
丁

目
7
-
2
0

0
2
2
9
-
2
3
-
0
3
0
2

3
9
徳

島
県

徳
島

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
徳

島
市

新
蔵

町
3
丁

目
8
0

0
8
8
-
6
2
5
-
0
6
1
0

5
秋

田
県

秋
田

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
秋

田
市

中
通

2
丁

目
1
番

5
1
号

0
1
8
-
8
3
1
-
3
9
4
6

4
0
香

川
県

香
川

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
高

松
市

松
島

町
1
-
1
7
-
2
8

香
川

県
高

松
合

同
庁

舎
４

階
0
8
7
-
8
0
4
-
5
5
6
5

6
山

形
県

山
形

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
山

形
市

小
白

川
町

2
丁

目
3
-
3
0

0
2
3
-
6
2
4
-
1
2
1
7

4
1
愛

媛
県

愛
媛

県
心

と
体

の
健

康
セ

ン
タ

ー
松

山
市

本
町

7
-
2

愛
媛

県
総

合
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
内

0
8
9
-
9
1
1
-
3
8
8
0

7
福

島
県

福
島

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
福

島
市

御
山

町
8
-
3
0

0
2
4
-
5
3
5
-
3
5
5
6

4
2
高

知
県

高
知

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

高
知

市
丸

ノ
内

1
丁

目
7
-
3
6

高
知

興
林

会
館

4
階

0
8
8
-
8
2
1
-
4
9
6
6

8
茨

城
県

茨
城

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
水

戸
市

笠
原

町
9
9
3
-
2

0
2
9
-
2
4
3
-
2
8
7
0

4
3
福

岡
県

福
岡

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
春

日
市

原
町

3
丁

目
1
-
7

0
9
2
-
5
8
2
-
7
5
0
0

9
栃

木
県

栃
木

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
宇

都
宮

市
下

岡
本

町
2
1
4
5
-
1
3

0
2
8
-
6
7
3
-
8
7
8
5

4
4
佐

賀
県

佐
賀

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
小

城
市

小
城

町
1
7
8
-
9

0
9
5
2
-
7
3
-
5
0
6
0

1
0
群

馬
県

群
馬

県
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
前

橋
市

野
中

町
3
6
8
番

地
0
2
7
-
2
6
3
-
1
1
6
6

4
5
長

崎
県

長
崎

こ
ど

も
・
女

性
・
障

害
者

支
援

セ
ン

タ
ー

障
害

者
支

援
部

精
神

保
健

福
祉

課
長

崎
市

橋
口

町
1
0
-
2
2

0
9
5
-
8
4
4
-
5
1
1
5

1
1
埼

玉
県

埼
玉

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

北
足

立
郡

伊
奈

町
小

室
8
1
8
-
2

0
4
8
-
7
2
3
-
3
3
3
3

4
6
熊

本
県

熊
本

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
熊

本
市

東
区

月
出

3
丁

目
1
-
1
2
0

0
9
6
-
3
8
6
-
1
2
5
5

1
2
千

葉
県

千
葉

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
千

葉
市

中
央

区
仁

戸
名

町
6
6
6
-
2

0
4
3
-
2
6
3
-
3
8
9
1

4
7
大

分
県

大
分

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
大

分
市

大
字

玉
沢

字
平

石
9
0
8
番

地
0
9
7
-
5
4
1
-
5
2
7
6

1
3
千

葉
市

千
葉

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
千

葉
市

美
浜

区
高

浜
2
-
1
-
1
6

0
4
3
-
2
0
4
-
1
5
8
2

4
8
宮

崎
県

宮
崎

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
宮

崎
市

霧
島

1
丁

目
1
-
2

0
9
8
5
-
2
7
-
5
6
6
3

1
4

東
京

都

東
京

都
立

中
部

総
合

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

世
田

谷
区

上
北

沢
2
-
1
-
7

0
3
-
3
3
0
2
-
7
5
7
5

4
9
鹿

児
島

県
鹿

児
島

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
鹿

児
島

市
小

野
1
丁

目
1
番

1
号

ハ
ー

ト
ピ

ア
鹿

児
島

２
階

0
9
9
-
2
1
8
-
4
7
5
5

1
5

東
京

都
立

多
摩

総
合

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

多
摩

市
中

沢
2
-
1
-
3

0
4
2
-
3
7
6
-
1
1
1
1

5
0
沖

縄
県

沖
縄

県
立

総
合

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

島
尻

郡
南

風
原

町
宮

平
2
1
2
-
3

0
9
8
-
8
8
8
-
1
4
4
3

1
6

東
京

都
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

台
東

区
東

上
野

3
-
3
-
1
3
プ

ラ
チ

ナ
第

２
ビ

ル
0
3
-
3
8
3
4
-
4
1
0
0

指
定

都
市

1
7
神

奈
川

県
神

奈
川

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
横

浜
市

港
南

区
芹

が
谷

2
-
5
-
2

0
4
5
-
8
2
1
-
8
8
2
2

5
1
札

幌
市

札
幌

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
札

幌
市

中
央

区
大

通
西

1
9
丁

目
W

E
S

T
1
9
 4

F
0
1
1
-
6
2
2
-
0
5
5
6

1
8
新

潟
県

新
潟

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
新

潟
市

中
央

区
上

所
2
丁

目
2
-
3

新
潟

ユ
ニ

ゾ
ン

プ
ラ

ザ
ハ

ー
ト

館
0
2
5
-
2
8
0
-
0
1
1
1

5
2
仙

台
市

仙
台

市
精

神
保

健
福

祉
総

合
セ

ン
タ

ー
(は

あ
と

ぽ
ー

と
仙

台
)

仙
台

市
青

葉
区

荒
巻

字
三

居
沢

1
-
6

0
2
2
-
2
6
5
-
2
1
9
1

1
9
富

山
県

富
山

県
心

の
健

康
セ

ン
タ

ー
富

山
市

蜷
川

4
5
9
番

1
0
7
6
-
4
2
8
-
1
5
1
1

5
3
さ

い
た

ま
市

さ
い

た
ま

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
さ

い
た

ま
市

中
央

区
本

町
東

4
丁

目
4
番

3
号

0
4
8
-
8
5
1
-
5
6
6
5

2
0
石

川
県

石
川

県
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
金

沢
市

鞍
月

東
2
丁

目
6
番

地
0
7
6
-
2
3
8
-
5
7
6
1

5
4
横

浜
市

横
浜

市
こ

こ
ろ

の
健

康
相

談
セ

ン
タ

ー
横

浜
市

中
区

日
本

大
通

1
8
番

地
Ｋ

Ｒ
Ｃ

ビ
ル

６
階

0
4
5
-
6
7
1
-
4
4
5
5

2
1
福

井
県

福
井

県
総

合
福

祉
相

談
所

福
井

市
光

陽
２

丁
目

３
-
3
6

繊
協

ビ
ル

2
階

0
7
7
6
-
2
4
-
5
1
3
5

5
5
川

崎
市

川
崎

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
川

崎
市

川
崎

区
東

田
町

8
番

地
パ

レ
ー

ル
三

井
ビ

ル
1
2
階

0
4
4
-
2
0
0
-
3
1
9
5

2
2
山

梨
県

山
梨

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

甲
府

市
北

新
1
丁

目
2
-
1
2

山
梨

県
福

祉
プ

ラ
ザ

３
階

0
5
5
-
2
5
4
-
8
6
4
4

5
6
相

模
原

市
相

模
原

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
相

模
原

市
中

央
区

富
士

見
6
-
1
-
1

ウ
ェ

ル
ネ

ス
さ

が
み

は
ら

7
階

0
4
2
-
7
6
9
-
9
8
1
8

2
3
長

野
県

長
野

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
長

野
市

若
里

7
-
1
-
7

0
2
6
-
2
2
7
-
1
8
1
0

5
7
新

潟
市

新
潟

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
新

潟
市

中
央

区
川

岸
町

1
-
5
7
-
1

0
2
5
-
2
3
2
-
5
5
5
1

2
4
岐

阜
県

岐
阜

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
岐

阜
市

鷺
山

向
井

2
5
6
3
-
1
8

岐
阜

県
障

が
い

者
総

合
相

談
セ

ン
タ

ー
内

0
5
8
-
2
3
1
-
9
7
2
4

5
8
静

岡
市

静
岡

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
静

岡
市

葵
区

柚
木

2
4
0
番

地
0
5
4
-
2
6
2
-
3
0
1
1

2
5
静

岡
県

静
岡

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
静

岡
市

駿
河

区
有

明
町

2
-
2
0

0
5
4
-
2
8
6
-
9
2
4
5

5
9
浜

松
市

浜
松

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
浜

松
市

中
区

中
央

1
-
1
2
-
1

静
岡

県
浜

松
総

合
庁

舎
4
F

0
5
3
-
4
5
7
-
2
7
0
9

2
6
愛

知
県

愛
知

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
名

古
屋

市
中

区
三

の
丸

3
丁

目
2
番

1
号

東
大

手
庁

舎
0
5
2
-
9
6
2
-
5
3
7
7

6
0
名

古
屋

市
名

古
屋

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
名

古
屋

市
中

村
区

名
楽

町
4
丁

目
7
番

地
の

1
8

中
村

保
健

所
等

複
合

施
設

５
階

0
5
2
-
4
8
3
-
2
0
9
5

2
7
三

重
県

三
重

県
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
津

市
桜

橋
3
丁

目
4
4
6
-
3
4

三
重

県
津

庁
舎

保
健

所
等

２
階

0
5
9
-
2
2
3
-
5
2
4
1

6
1
京

都
市

京
都

市
こ

こ
ろ

の
健

康
増

進
セ

ン
タ

ー
京

都
市

中
京

区
壬

生
仙

念
町

３
０

0
7
5
-
3
1
4
-
0
3
5
5

2
8
滋

賀
県

滋
賀

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

草
津

市
笠

山
8
-
4
-
2
5

0
7
7
-
5
6
7
-
5
0
1
0

6
2
大

阪
市

大
阪

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
大

阪
市

都
島

区
中

野
町

5
丁

目
1
5
番

2
1
号

都
島

セ
ン

タ
ー

ビ
ル

3
F

0
6
-
6
9
2
2
-
8
5
2
0

2
9
京

都
府

京
都

府
精

神
保

健
福

祉
総

合
セ

ン
タ

ー
京

都
市

伏
見

区
竹

田
流

池
町

1
2
0

0
7
5
-
6
4
1
-
1
8
1
0

6
3
堺

市
堺

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
堺

市
堺

区
旭

ヶ
丘

中
町

4
-
3
-
1

健
康

福
祉

プ
ラ

ザ
３

階
0
7
2
-
2
4
5
-
9
1
9
2

3
0
大

阪
府

大
阪

府
こ

こ
ろ

の
健

康
総

合
セ

ン
タ

ー
大

阪
市

住
吉

区
万

代
東

3
丁

目
1
-
4
6

0
6
-
6
6
9
1
-
2
8
1
1

6
4
神

戸
市

神
戸

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
神

戸
市

中
央

区
橘

通
3
丁

目
4
番

1
号

神
戸

市
立

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

3
階

0
7
8
-
3
7
1
-
1
9
0
0

3
1
兵

庫
県

兵
庫

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

神
戸

市
中

央
区

脇
浜

海
岸

通
1
丁

目
3
番

2
号

0
7
8
-
2
5
2
-
4
9
8
0

6
5
岡

山
市

岡
山

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
岡

山
市

北
区

鹿
田

町
1
丁

目
1
番

1
号

0
8
6
-
8
0
3
-
1
2
7
3

3
2
奈

良
県

奈
良

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
桜

井
市

粟
殿

1
0
0
0
番

地
0
7
4
4
-
4
7
-
2
2
5
1

6
6
広

島
市

広
島

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
広

島
市

中
区

富
士

見
町

1
1
番

2
7
号

0
8
2
-
2
4
5
-
7
7
4
6

3
3
和

歌
山

県
和

歌
山

県
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
和

歌
山

市
手

平
2
丁

目
1
番

2
号

0
7
3
-
4
3
5
-
5
1
9
4

6
7
北

九
州

市
北

九
州

市
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

北
九

州
市

小
倉

北
区

馬
借

1
丁

目
7
番

1
号

0
9
3
-
5
2
2
-
8
7
2
9

3
4
鳥

取
県

鳥
取

県
立

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

鳥
取

市
江

津
3
1
8
番

地
1

0
8
5
7
-
2
1
-
3
0
3
1

6
8
福

岡
市

福
岡

市
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
福

岡
市

中
央

区
舞

鶴
2
-
5
-
1

あ
い

れ
ふ

３
階

0
9
2
-
7
3
7
-
8
8
2
5

3
5
島

根
県

島
根

県
立

心
と

体
の

相
談

セ
ン

タ
ー

松
江

市
東

津
田

町
1
7
4
1
番

地
3

い
き

い
き

プ
ラ

ザ
島

根
２

階
0
8
5
2
-
3
2
-
5
9
0
5

6
9
熊

本
市

熊
本

市
こ

こ
ろ

の
健

康
セ

ン
タ

ー
熊

本
市

中
央

区
大

江
５

丁
目

１
-
１

ウ
ェ

ル
パ

ル
く
ま

も
と

３
階

0
9
6
-
3
6
6
-
1
1
7
1

第
１
②
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プ
レ
ミア
ム
付
商
品
券
事
業
に
つ
い
て


消
費
税
・地
方
消
費
税
率
の

10
％
へ
の
引
上
げ
が
低
所
得
者
・子
育
て
世
帯
（

0～
2歳

児
）
の
消
費
に
与
え
る
影
響
を
緩
和
す
る

とと
も
に
、地

域
に
お
け
る
消
費
を
喚
起
・下
支
え
す
る
こと
を
目
的
とし
て
、プ
レ
ミア
ム
付
商
品
券
の
販
売
を
行
う市

区
町
村
に
対
し
、そ

の
実
施
に
必
要
な
経
費
（
事
業
費
及
び
事
務
費
）
を
国
が
全
額
補
助
。

（
１
）

20
19
年
度
住
民
税
非
課
税
者
（
課
税
基
準
日

20
19

.1
.1
）

※
住
民
税
課
税
者
と
生
計
同
一
の
配
偶
者
・
扶
養
親
族
、
生
活
保
護
被
保
護
者
等
を
除
く
。

（
２
）
３
歳
未
満
の
子
が
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
（
商
品
券
使
用
開
始
目
標
日

<
10

/1
>
に
で
き
る
限
り近

い
基
準
日
（

6/
1を
想
定
）
）

１
．
購
入
対
象
者


購
入
限
度
額
：
①
上
記
１

.（
１
）
の
該
当
者
：
券
面
額
２

.５
万
円
（
販
売
額
２
万
円
）

②
上
記
１

.（
２
）
の
該
当
者
：
券
面
額
２

.５
万
円
（
販
売
額
２
万
円
）

×
3歳

未
満
の
子
の
数

※
低
所
得
者
に
配
慮
した
分
割
販
売
を
実
施
（
５
千
円
単
位
）


割
引
率
：
２
０
％
（
プ
レ
ミア
ム
補
助
額
：
５
千
円
）


使
用
可
能
期
間
：

20
19

.1
0～

20
20

.3
ま
で
の
間
で
市
区
町
村
の
定
め
る
期
間
（
市
区
町
村
に
は

20
19

.1
0.

1使
用
開
始
を
目
標
とす
る
よ
う要

請
）


取
扱
事
業
者
：
市
区
町
村
内
の
店
舗
を
幅
広
く対
象
とし
て
公
募
（
た
だ
し、
市
区
町
村
が
、社

会
通
念
上
、不

適
切
と判

断
す
る
商
品
等
の
除
外
は
可
。）

等

２
．
制
度
概
要

３
．
予
算

＜
適
切
な
事
業
執
行
に
向
け
た
市
区
町
村
へ
の
要
請
事
項
＞

・
商
品
券
の
１
枚
あ
た
り
額
面
は
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
利
用
し
や
す
い
額
と
す
る
こ
と
（
例
：
５
百
円
）
。

・
商
品
券
購
入
者
等
に
対
し
、
第
三
者
へ
の
転
売
、
譲
渡
は
行
わ
な
い
で
頂
き
た
い
旨
の
周
知
を
行
う
こ
と
。

等

上
記
制
度
概
要
等
に
規
定
す
る
事
項
以
外
は
、
各
市
区
町
村
が
独
自
に
実
施
し
て
き
た
商
品
券
事
業
の
実
施
方
法
な
ど
自
治
体
が
最
も
適
切
と
考
え
る

実
施
方
法
を
認
め
、
自
治
体
に
お
け
る
迅
速
・
円
滑
か
つ
効
果
的
な
事
業
執
行
を
後
押
し
。


31
年
度
予
算
（
案
）
：

1,
72

3億
円

※
3
0
年
度
２
次
補
正
予
算
に

9
6
億
円
を
別
途
計
上
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未
婚
の
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
に
対
す
る
臨
時
・
特
別
給
付
金
に
つ
い
て

平
成
3
0
年
1
2
月
1
3
日
の
自
由
民
主
党
・
公
明
党
政
調
会
長
合
意
に
お
い
て
、

・
来
年
1
0
月
か
ら
消
費
税
率
が
引
上
げ
と
な
る
環
境
の
中
、
子
ど
も
の
貧
困
に
対
応
す
る
た
め
、

・
ひ
と
り
親
に
対
し
、
住
民
税
非
課
税
の
適
用
拡
大
の
措
置
を
講
じ
つ
つ
、
更
な
る
税
制
上
の
対
応
の
要
否
等
に
つ
い
て
、
2
0
2
0
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お
い
て

検
討
し
、
結
論
を
得
る
と
さ
れ
た
こ
と

を
踏
ま
え
、
臨
時
・
特
別
の
措
置
と
し
て
、
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
者
の
う
ち
、
未
婚
の
ひ
と
り
親
に
対
し
て
給
付
を
行
う
。

都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村

（
２
）
実
施
主
体

以
下
の
す
べ
て
の
要
件
に
該
当
す
る
者

①
2
0
1
9
年
1
1
月
分
の
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
を
受
け
る
父
又
は
母

②
基
準
日
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
に
法
律
婚
を
し
た
こ
と
が
な
い
者
（
同
日
に
お
い
て
、
事
実
婚
を
し
て
い
な
い
者
又

は
事
実
婚
の
相
手
方
の
生
死
が
明
ら
か
で
な
い
者
に
限
る
。
）

※
１

支
給
対
象
者
が
基
準
日
以
後
に
死
亡
し
た
場
合
は
、
対
象
児
童
に
支
給
す
る
。

※
２

支
給
対
象
者
が
基
準
日
以
後
に
児
童
扶
養
手
当
の
資
格
を
喪
失
し
た
場
合
も
、
給
付
金
を
支
給
す
る
。

※
３

児
童
扶
養
手
当
の
受
給
者
が
「
母
（
父
）
か
つ
養
育
者
」
で
あ
っ
た
場
合
、
「
母
（
父
）
」
と
み
な
す
。

（
３
）
支
給
対
象
者

2
0
1
9
年
1
0
月
3
1
日

（
４
）
基
準
日

1
7
,5
0
0
円

※
支
給
対
象
者
：
約
1
0
万
人

（
５
）
給
付
額

全
額
国
庫
負
担
（
1
0
／
1
0
）

※
実
施
に
か
か
る
事
務
費
に
つ
い
て
も
、
全
額
国
庫
負
担

（
６
）
費
用

未
婚
の
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
に
対
す
る
臨
時
・
特
別
給
付
金

（
１
）
名
称
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別紙 

 

              

    Press Release 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

マイナンバー制度における年金関係の情報連携の開始に向けた 

今後のスケジュールについてお知らせします 

 

マイナンバー制度における年金関係の情報連携については、情報連携の開始に向けて準備

を進めてまいりました。 
 

年金関係の情報連携が開始された場合には、各種手当の申請を地方公共団体等に行う場合

の年金関係書類の添付や、年金関係の手続を行う際の課税証明書等の添付が不要となる等の

メリットが生まれます。 
 

今後、日本年金機構が平成31年１月下旬から地方公共団体等とのテストを行うなど、関係

機関等との連携を図りながら、必要な準備等を進めてまいります。 
 

情報連携の開始時期について、今後、以下のスケジュールを想定していますが、当該地方

公共団体等とのテストの状況等を踏まえ、具体的な開始日時、対象手続等について追ってホ

ームページ等でお知らせしていく予定としております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成31年１月16日 

【照会先】 

年金局事業企画課 

企画調整専門官 原田 悠希（内線 3579） 

主  査 湯浅 大輔（内線 3580） 

（直通電話） 03(3595)2793 

政策統括官付情報化担当参事官室 

室長補佐 市原 剛俊（内線 2245） 

情報システム専門官 西  哲哉（内線 7678） 

（直通電話） 03(3595)2314 

（代表電話） 03(5253)1111 

 

 

【年金関係の情報連携の今後のスケジュール（現時点の想定）】 

・日本年金機構等から地方公共団体等への情報照会 

… 平成３１年４月以降一定期間の試行運用を実施した後、順次本格運用へ移行予定 

・地方公共団体等から日本年金機構等への情報照会 

… 平成３１年６月以降一定期間の試行運用を実施した後、順次本格運用へ移行予定 
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※
１

①
の

「
事

業
参

加
者

数
」

、
「

就
労

・
増

収
者

数
」

は
職

業
安

定
局

調
べ

。
②

③
④

は
社

会
・

援
護

局
調

べ
（

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

平
成

2
9

年
度

実
績

）
※

２
合

計
は

、
①

②
③

④
の

合
計

で
あ

る
が

重
複

し
て

支
援

を
受

け
て

い
る

者
が

い
る

。
※

３
事

業
参

加
率

は
、

事
業

参
加

者
数

を
事

業
対

象
者

数
で

除
し

た
も

の
。

就
労

・
増

収
者

率
お

よ
び

廃
止

率
は

、
就

労
・

増
収

者
数

、
廃

止
者

数
を

事
業

参
加

者
数

で
除

し
た

も
の

。
※

４
廃

止
者

数
は

、
就

労
・

増
収

者
数

の
内

数
。

１
生
活
保
護
受
給
者
に
対
す
る
就
労
支
援
の
状
況
（
平
成
２
９
年
度
実
績
）

○
生
活
保
護
受
給
者
に
対
し
て
は
、
就
労
能
力
や
就
労
意
欲
に
応
じ
て
就
労
支
援
を
実
施
し
て
お
り
、
就
労
・
増
収
に
一
定
数
繋
が
る
等

の
成
果
が
見
ら
れ
る
。

事
業

概
要

事
業

参
加

者
数

就
労

・
増

収
者

数

①
生

活
保

護
受

給
者

等
就

労
自

立
促

進
事

業

福
祉

事
務

所
と

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等
の

間
で

協
定

を
締

結
し

、
就

職
支

援
ナ

ビ
ゲ

ー
タ

ー
に

よ
る

支
援

を
中

心
に

各
種

就
労

支
援

を
実

施
す

る
。

６
１

，
８

１
４

人
４

０
，

２
４

４
人

②
被

保
護

者
就

労
支

援
事

業
福

祉
事

務
所

に
配

置
さ

れ
た

就
労

支
援

員
が

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
へ

の
同

行
訪

問
、

履
歴

書
の

書
き

方
指

導
な

ど
に

よ
る

就
労

支
援

を
実

施
す

る
。

７
９

，
６

０
０

人
２

８
，

８
０

７
人

③
被

保
護

者
就

労
準

備
支

援
事

業
一

般
就

労
に

向
け

た
準

備
と

し
て

、
就

労
意

欲
の

喚
起

や
日

常
生

活
習

慣
の

改
善

を
、

計
画

的
か

つ
一

貫
し

て
実

施
す

る
。

７
，

５
４

１
人

１
，

５
６

３
人

④
そ

の
他

①
～

③
以

外
で

就
労

に
関

す
る

取
組

を
行

っ
て

い
る

も
の

上
記

の
他

、
各

自
治

体
独

自
の

就
労

支
援

を
行

う
。

５
，

６
３

６
人

２
，

１
６

５
人

合
計

１
５

４
，

５
９

１
人

７
２

，
７

７
９

人

【
参

考
】

実
数

（
平

成
2

9
年

度
就

労
支

援
促

進
計

画
実

績
評

価
全

国
合

計
値

）
※

事
業

対
象

者
数

3
2

3
,6

2
4

人

事
業

参
加

者
数

1
1

8
,0

8
1

人
（

3
6

.5
%

）

就
労

・
増

収
者

数

5
1
,4

2
9
人

（
4
3
.6

％
）

（
う

ち
廃

止
者

数
）

9
,0

7
6
人

（
7
.7

％
）
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２
－
１
就
労
支
援
の
状
況
（
世
帯
類
型
別
）

○
事
業
参
加
者
の
6
割
強
は
そ
の
他
の
世
帯
に
属
す
る
1
8
歳
以
上
6
5
歳
未
満
の
者
。

○
事
業
に
参
加
し
た
母
子
世
帯
の
母
の
、
約
4
割
が
就
労
・
増
収
に
結
び
つ
い
て
い
る
。

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

（
平

成
2

９
年

度
実

績
）

に
よ

る
も

の
で

あ
り

、
就

労
支

援
促

進
計

画
の

実
績

評
価

と
は

別
の

調
査

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

合
計

は
一

致
し

な
い

。

42
.6
%

49
.5
%

34
.9
%

39
.0
%

35
.6
%

40
.0
%

43
.1
%

8.
7%

6.
6%

5.
9%

6.
5%

5.
8%

6.
8%

10
.7
%

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

A
B

C
D

E
F

G

世
帯
類
型
別
の
就
労
・
増
収
者
割
合
お
よ
び
廃
止
者
割
合

就
労
・
増
収
者
割
合

廃
止
者
割
合

そ
の

他
の

世
帯

に
属

す
る

1
8

歳
以

上
6

5
歳

未
満

の
者

A
母

子
世

帯
の

母
B

傷
病

世
帯

の
世

帯
主

C
障

害
・

傷
病

世
帯

に
属

す
る

1
8

歳
以

上
6

5
歳

未
満

の
者

D

障
害

世
帯

の
世

帯
主

E
高

齢
者

F
そ

の
他

G
合

計

事
業

参
加

者
数

（
構

成
割

合
）

7
5

,2
5

7
 

1
4

,2
1

8
 

9
,8

7
2

 
4

,9
7

9
 

3
,8

8
3

 
2

,6
4

8
 

3
,8

1
7

 
1

1
4

,6
7

4
 

(6
5

.4
%

)
(1

2
.4

%
)

(8
.5

%
)

(4
.7

%
)

(2
.9

%
)

(2
.1

%
)

(4
.0

%
)

(1
0

0
%

)

う
ち

就
労

・
増

収
者

数
（

廃
止

者
含

む
）

3
2

,0
3

8
 

7
,0

3
7

 
3

,4
4

3
 

1
,9

4
1

 
1

,3
8

2
 

1
,0

5
8

 
1

,6
4

6
 

4
8

,5
4

5
 

う
ち

廃
止

者
数

6
,5

8
1

 
9

3
2

 
5

8
6

 
3

2
5

 
2

2
5

 
1

8
1

 
4

0
8

 
9

,2
3

8
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２
－
２
就
労
支
援
の
状
況
（
年
齢
別
）

○
事
業
参
加
者
の
７
割
以
上
が
４
０
代
以
上
。
５
０
代
以
上
で
も
４
割
を
超
え
て
い
る
。

○
若
年
者
（
１
０
～
３
０
代
）
で
あ
る
方
が
、
就
労
・
増
収
者
割
合
な
ら
び
に
廃
止
者
割
合
が
高
い
傾
向
に
あ
る
。

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

（
平

成
2

９
年

度
実

績
）

に
よ

る
も

の
で

あ
り

、
就

労
支

援
促

進
計

画
の

実
績

評
価

と
は

別
の

調
査

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

合
計

は
一

致
し

な
い

。

1
0

代
2

0
代

3
0

代
4

0
代

5
0

代
6

0
代

以
上

合
計

事
業

参
加

者
数

（
構

成
割

合
）

2
,4

0
0

 
9

,9
3

2
 

1
5

,7
2

7
 

3
0

,4
1

6
 

3
6

,6
9

4
 

1
9

,5
0

5
 

1
1

4
,6

7
4

 

(2
.2

%
)

(8
.6

%
)

(1
4

.4
%

)
(2

6
.8

%
)

(3
1

.5
%

)
(1

6
.5

%
)

(1
0

0
%

)

う
ち

就
労

・
増

収
者

数
（

廃
止

者
含

む
）

1
,1

0
1

 
4

,3
4

1
 

7
,0

0
6

 
1

3
,0

4
2

 
1

5
,4

3
2

 
7

,6
2

3
 

4
8

,5
4

5
 

う
ち

廃
止

者
数

2
6

4
 

9
7

3
 

1
,4

2
5

 
2

,5
7

2
 

2
,7

7
3

 
1

,2
3

1
 

9
,2

3
8

 

45
.9
%

43
.7
%

44
.5
%

42
.9
%

42
.1
%

39
.1
%

11
.0
%

9.
8%

9.
1%

8.
5%

7.
6%

6.
3%

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

10
代

20
代

30
代

40
代

50
代

60
代
以
上

年
齢
別
の
就
労
・
増
収
者
割
合
お
よ
び
廃
止
者
割
合

就
労
・
増
収
者
割
合

廃
止
者
割
合
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２
－
３
就
労
支
援
の
状
況
（
最
終
学
歴
別
）

○
事
業
参
加
者
の
最
終
学
歴
は
、
約
９
割
が
高
等
学
校
等
卒
以
下
。
中
学
校
卒
の
者
は
約
４
割
。

○
就
労
・
増
収
者
割
合
及
び
廃
止
者
割
合
は
、
大
学
等
卒
及
び
高
等
学
校
等
卒
が
最
も
高
い
。

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

（
平

成
2

９
年

度
実

績
）

に
よ

る
も

の
で

あ
り

、
就

労
支

援
促

進
計

画
の

実
績

評
価

と
は

別
の

調
査

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

合
計

は
一

致
し

な
い

。

中
学

校
卒

高
等

学
校

等
卒

大
学

等
卒

そ
の

他
不

明
合

計

事
業

参
加

者
数

（
構

成
割

合
）

4
6

,8
5

4
 

5
3

,4
6

6
 

8
,4

2
7

 
3

,0
2

7
 

2
,9

0
0

 
1

1
4

,6
7

4
 

(4
1

.4
%

)
(4

6
.9

%
)

(7
.1

%
)

(2
.8

%
)

(1
.8

%
)

(1
0

0
%

)

う
ち

就
労

・
増

収
者

数
（

廃
止

者
含

む
）

1
9

,1
3

5
 

2
3

,2
7

8
 

3
,6

3
2

 
1

,2
5

9
 

1
,2

4
1

 
4

8
,5

4
5

 

う
ち

廃
止

者
数

3
,3

9
1

 
4

,5
8

8
 

7
2

9
 

2
4

7
 

2
8

3
 

9
,2

3
8

 

40
.8
%

43
.5
%

43
.1
%

41
.6
%

42
.8
%

7.
2%

8.
6%

8.
7%

8.
2%

9.
8%

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

中
学
校
卒

高
等
学
校
等
卒

大
学
等
卒

そ
の
他

不
明

最
終
学
歴
別
の
就
労
・
増
収
者
割
合
お
よ
び
廃
止
者
割
合

就
労
・
増
収
者
割
合

廃
止
者
割
合
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２
－
４
就
労
支
援
開
始
か
ら
就
労
開
始
ま
で
の
期
間

○
就
労
・
増
収
者
の
う
ち
、
約
７
割
が
支
援
開
始
か
ら
６
ヶ
月
未
満
で
就
労
開
始
と
な
っ
て
い
る
。

○
就
労
開
始
ま
で
１
年
以
上
か
か
る
者
の
割
合
が
、
全
体
で
は

12
.9
％
だ
が
、
被
保
護
者
就
労
準
備
支
援
事
業
で
は

27
.3
％
と
約

2 倍
と
な
っ
て

い
る
。

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

（
平

成
2

９
年

度
実

績
）

就
労
支
援
開
始
か
ら
就
労
開
始
ま
で
の
期
間

※
就
労
開
始
者
を
母
数
と
し
て
割
合
を
計
上

0.
0%

20
.0
%

40
.0
%

60
.0
%

80
.0
%

10
0.
0%

全
体

④
そ
の
他
（
①
～
③
以
外
）
の
就
労
支
援
を
受
け
て
い
る
者

③
被
保
護
者
就
労
準
備
支
援
事
業

②
被
保
護
者
就
労
支
援
事
業

①
生
活
保
護
受
給
者
等
就
労
自
立
促
進
事
業

49
.8
%

51
.7
%

27
.1
%

48
.6
%

52
.5
%

23
.6
%

21
.5
%

24
.1
%

21
.6
%

25
.7
%

9.
2%

8.
2%

13
.0
%

9.
3%

8.
9%

4.
6%

3.
6%

8.
4%

5.
2%

3.
8%

4.
5%

4.
8%

9.
4%

5.
2%

3.
3% 2.

2%

2.
8%

4.
4%

2.
6%

1.
6% 6.
2%7.
5%

13
.5
%7.
6%4.
2%

3 ヶ
月
未
満

3 か
月
以
上

6 か
月
未
満

6 か
月
以
上

9 か
月
未
満

9 か
月
以
上

1 年
未
満

1 年
以
上

1 年
半
未
満

1 年
半
以
上

2 年
未
満

2 年
以
上
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２
－
５
就
労
支
援
の
実
績
（
雇
用
形
態
）

○
就
労
・
増
収
者
の
雇
用
形
態
は
、
正
社
員
が
1
4
.2
％
、
そ
の
他
非
正
規
雇
用
で
は
パ
ー
ト
が
5
8
.4
％
と
最
も
高
い
。

○
廃
止
と
な
っ
た
者
の
雇
用
形
態
は
、
正
社
員
が
3
3
.7
％
、
そ
の
他
非
正
規
雇
用
で
は
パ
ー
ト
が
3
3
.8
％
と
高
い
割
合
を
占
め
る
。

正
社
員

1
4
.
2
%

パ
ー
ト

5
8
.
4
%

ア
ル
バ
イ
ト

1
2
.
5
%

派
遣
社
員

5
.
0
%

契
約
社
員
・
委
託

5
.
9
%

そ
の
他

3
.
9
%

就
労
・
増
収
者
の
雇
用
形
態
別
割
合

正
社
員

33
.7
%

パ
ー
ト

33
.8
%

ア
ル
バ
イ
ト

10
.2
%

派
遣
社
員

8.
8%契
約
社
員
・
委
託

10
.4
%

そ
の
他

3.
2%

廃
止
者
の
雇
用
形
態
別
割
合

就
労

支
援

等
の

状
況

調
査

（
平

成
2

９
年

度
実

績
）
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３
－
１
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
率
（
平
成
2
9
年
度
実
績
）

○
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
福
祉
事
務
所
設
置
自
治
体
の
９
５
．
３
％
（
８
５
９
自
治
体
）
で
策
定
さ
れ
、
中
で
も
経
済
的
自
立
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
策
定
し
て
い
る
自
治
体
が
多
い
。

①
経

済
的

自
立

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
「

生
活

保
護

受
給

者
等

就
労

自
立

促
進

事
業

」
を

活
用

し
て

行
う

も
の

を
除

く
、

経
済

的
自

立
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
合

計
②

日
常

生
活

自
立

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
日

常
生

活
自

立
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
合

計
③

社
会

生
活

自
立

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
社

会
生

活
自

立
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
合

計
（

再
掲

）
ⅰ

就
労

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
「

被
保

護
者

就
労

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

就
労

支
援

を
行

う
も

の
、

「
被

保
護

者
就

労
準

備
支

援
事

業
」

を
活

用
し

て
就

労
支

援
を

行
う

も
の

、
上

記
以

外
の

事
業

を
活

用
し

て
就

労
支

援
を

行
う

も
の

、
Ｓ

Ｖ
・

Ｃ
Ｗ

の
み

で
就

労
支

援
を

行
う

も
の

、
資

格
取

得
に

関
し

て
支

援
を

行
う

も
の

の
合

計
（

再
掲

）
ⅱ

子
ど

も
の

健
全

育
成

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
母

子
世

帯
の

日
常

生
活

を
支

援
す

る
も

の
、

引
き

こ
も

り
の

者
や

不
登

校
児

に
対

し
て

支
援

を
行

う
も

の
、

「
子

ど
も

に
対

す
る

学
習

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

支
援

を
行

う
も

の
、

（
学

習
支

援
事

業
の

活
用

以
外

で
）

中
学

生
の

高
等

学
校

等
へ

の
進

学
、

高
校

生
の

在
学

継
続

な
ど

、
児

童
・

生
徒

等
に

対
し

て
支

援
を

行
う

も
の

の
合

計

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
等

の
取

組
状

況
調

査
（

平
成

2
9

年
度

実
績

）

65
9

16
06

83
8

23
16

18
36

31
8

73
8

34
6

55
7

85
0

0
50

0
10

00
15

00
20

00
25

00

(再
掲

)ⅱ
子
ど
も
の
健
全
育
成
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

(再
掲

)ⅰ
就
労
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

③
社
会
生
活
自
立
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

②
日
常
生
活
自
立
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

①
経
済
的
自
立
に
関
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

策
定
自
治
体
数

策
定

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
数

策
定

自
治

体
数

(a
)

策
定

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
数

策
定

率
(a

/
9

0
1

)
参

加
者

数
(ｱ

)
達

成
者

数
(ｲ

)
達

成
率

(ｲ
/
ｱ
)

①
経

済
的

自
立

に
関

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
8

5
0

1
,8

3
6

9
4

.3
%

2
0

8
,1

0
4

7
9

,7
1

4
3

8
.3

%

②
日

常
生

活
自

立
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

5
5

7
2

,3
1

6
6

1
.8

%
1

3
7

,3
0

3
1

0
3

,3
2

4
7

5
.3

%

③
社

会
生

活
自

立
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

3
4

6
8

3
8

3
8

.4
%

2
9

,0
8

7
2

0
,9

3
0

7
2

.0
%

(再
掲

)ⅰ
就

労
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

7
3

8
1

,6
0

6
8

1
.9

%
9

4
,2

0
9

4
0

,1
9

1
4

2
.7

%

(再
掲

)ⅱ
子

ど
も

の
健

全
育

成
に

関
す

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

3
1

8
6

5
9

3
5

.3
%

1
9

,6
1

0
1

2
,9

9
5

6
6

.3
%
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３
－
２
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
数
・
実
施
状
況
リ
ス
ト
（
平
成
2
9
年
度
実
績
）

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
等

の
取

組
状

況
調

査
（

平
成

2
9

年
度

実
績

）
※

達
成

者
数

は
、

自
治

体
が

定
め

た
そ

れ
ぞ

れ
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

目
標

を
達

成
し

た
者

の
人

数
。

プ
ロ

グ
ラ

ム
内

容
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

数
プ

ロ
グ

ラ
ム

実
施

状
況

H
3

0
年

3
月

末
参

加
者

数
（

A
)

達
成

者
数

（
B

)
（

経
済

的
自

立
に

関
す

る
個

別
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
「

生
活

保
護

受
給

者
等

就
労

自
立

促
進

事
業

」
を

活
用

し
て

就
労

支
援

を
行

う
も

の
8

7
9

 
6

1
,8

1
4

 
4

0
,2

4
4

 
「

被
保

護
者

就
労

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

就
労

支
援

を
行

う
も

の
9

0
9

 
7

3
,1

1
0

 
3

1
,6

9
7

 
「

被
保

護
者

就
労

準
備

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

就
労

支
援

を
行

う
も

の
2

2
4

 
4

,6
4

6
 

1
,9

1
1

 
上

記
以

外
の

事
業

を
活

用
し

て
就

労
支

援
を

行
う

も
の

。
8

5
 

2
,3

0
3

 
1

,0
5

3
 

Ｓ
Ｖ

・
Ｃ

Ｗ
の

み
で

就
労

支
援

を
行

う
も

の
2

9
2

 
1

3
,5

2
9

 
5

,2
7

4
 

資
格

取
得

に
関

し
て

支
援

を
行

う
も

の
9

6
 

6
2

1
 

2
5

6
 

年
金

裁
定

や
年

金
受

給
権

の
再

確
認

な
ど

、
年

金
受

給
に

関
す

る
支

援
を

行
う

も
の

1
3

7
 

7
5

,6
6

0
 

3
1

,5
1

9
 

そ
の

他
の

経
済

的
自

立
に

関
す

る
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

9
3

 
3

8
,2

3
5

 
8

,0
0

4
 

（
日

常
生

活
自

立
に

関
す

る
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
入

院
患

者
（

精
神

障
害

者
）

の
退

院
支

援
を

行
う

も
の

2
3

9
 

3
,1

6
7

 
9

6
7

 
入

院
患

者
（

精
神

障
害

者
以

外
）

の
退

院
支

援
を

行
う

も
の

9
0

 
1

,1
4

0
 

2
0

9
 

看
護

師
や

保
健

師
の

派
遣

な
ど

、
傷

病
者

の
在

宅
療

養
を

支
援

す
る

も
の

8
5

 
2

,0
3

3
 

9
7

9
 

適
切

な
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

を
支

援
す

る
も

の
1

2
4

 
1

,3
9

1
 

3
5

3
 

生
活

習
慣

病
の

重
症

化
予

防
等

の
健

康
管

理
支

援
を

行
う

も
の

8
3

 
1

1
,1

9
8

 
3

,0
8

7
 

薬
局

と
連

携
し

た
服

薬
管

理
・

服
薬

指
導

を
行

う
も

の
3

2
 

1
5

8
 

1
5

8
 

居
宅

介
護

支
援

計
画

点
検

等
の

充
実

（
適

切
な

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
支

援
）

を
行

う
も

の
5

0
 

1
,1

2
6

 
3

5
2

 
在

宅
高

齢
者

の
日

常
生

活
を

支
援

す
る

も
の

2
1

1
 

2
1

,8
0

3
 

1
7

,9
0

4
 

在
宅

障
害

者
の

日
常

生
活

を
支

援
す

る
も

の
1

7
9

 
4

,6
8

7
 

2
,5

2
9

 
母

子
世

帯
の

日
常

生
活

を
支

援
す

る
も

の
1

2
1

 
1

,0
4

7
 

3
6

8
 

多
重

債
務

者
の

債
務

整
理

等
の

支
援

を
行

う
も

の
5

1
2

 
4

,2
8

2
 

1
,6

0
0

 
金

銭
管

理
の

支
援

を
行

う
も

の
1

4
4

 
3

,7
6

8
 

3
,1

3
3

 
「

居
宅

生
活

移
行

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

行
う

も
の

5
1

 
7

3
1

 
2

5
3

 
「

社
会

的
な

居
場

所
づ

く
り

支
援

事
業

」
を

活
用

し
て

行
う

も
の

3
0

 
1

7
4

 
1

6
6

 
「

居
住

の
安

定
確

保
支

援
事

業
」

を
活

用
し

て
行

う
も

の
7

8
 

1
,6

3
2

 
7

2
9

 
（

居
場

所
づ

く
り

事
業

以
外

で
、

）
ア

ル
コ

ー
ル

依
存

、
ギ

ャ
ン

ブ
ル

依
存

者
等

の
日

常
生

活
を

支
援

す
る

も
の

4
9

 
3

3
 

2
2

 
外

国
人

・
帰

国
者

等
の

日
常

生
活

を
支

援
す

る
も

の
2

9
 

9
9

6
 

6
9

0
 

総
合

的
に

日
常

生
活

を
支

援
す

る
も

の
1

1
0

 
7

1
,2

3
3

 
6

6
,0

4
1

 
そ

の
他

の
日

常
生

活
自

立
に

関
す

る
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

9
9

 
6

,7
0

4
 

3
,7

8
4

 
（

社
会

生
活

自
立

に
関

す
る

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

（
福

祉
、

環
境

等
に

関
す

る
地

域
貢

献
活

動
、

公
園

清
掃

な
ど

）
に

参
加

さ
せ

る
も

の
1

4
6

 
3

,2
3

2
 

2
,4

2
4

 
引

き
こ

も
り

の
者

や
不

登
校

児
に

対
し

て
支

援
を

行
う

も
の

1
7

2
 

1
,9

1
3

 
6

0
5

 
元

ホ
ー

ム
レ

ス
に

対
し

て
支

援
を

行
う

も
の

7
7

 
1

,9
4

6
 

1
,0

9
4

 
「

子
ど

も
に

対
す

る
学

習
支

援
事

業
」

を
活

用
し

て
支

援
を

行
う

も
の

。
2

4
1

 
1

1
,9

5
1

 
7

,8
0

8
 

（
学

習
支

援
事

業
の

活
用

以
外

で
）

中
学

生
の

高
等

学
校

等
へ

の
進

学
、

高
校

生
の

在
学

の
継

続
な

ど
、

児
童

・
生

徒
等

に
対

し
て

支
援

を
行

う
も

の
1

2
5

 
4

,6
9

9
 

4
,2

1
4

 

そ
の

他
の

社
会

生
活

自
立

に
関

す
る

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
7

7
 

5
,3

4
6

 
4

,7
8

5
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文
部
科
学
省
高
等
教
育
段
階
の
教
育
費
負
担
軽
減
新
制
度
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

文
部
科
学
省
「
高
等
教
育
段
階
の
教
育
費
負
担
軽
減
」
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

h
tt
p
:/
/
w
w
w
.m
e
xt
.g
o
.jp
/
a_
m
e
n
u
/
ko
u
to
u
/
h
u
ta
n
ke
ig
e
n
/
in
de
x.
h
tm

高
等
教
育
の
無
償
化
に
つ
い
て

社
会
･援
護
局
関
係
会
議
(H
31
.3
.６
)
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【
支
援
対
象
と
な
る
学
校
種
】
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・
専
門
学
校

【
支
援
内
容
】
①
授
業
料
等
減
免
制
度
の
創
設

②
給
付
型
奨
学
金
の
支
給
の
拡
充

【
支
援
対
象
と
な
る
学
生
】
住
民
税
非
課
税
世
帯

及
び

そ
れ
に
準
ず
る
世
帯
の
学
生

（
（
20
20
年
度
の
在
学
生
（
既
入
学
者
も
含
む
。
）
か
ら
対
象
）
）

【
財
源
】
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
の
施
策
と
し
て
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る
財
源
を
活
用

国
負
担
分
は
社
会
保
障
関
係
費
と
し
て
内
閣
府
に
予
算
計
上
、
文
科
省
で
執
行

授
業
料
等
減
免

○
各
大
学
等
が
、
以
下
の
上
限
額
ま
で
授
業
料
等
の
減
免
を
実
施
。
減
免
に

要
す
る
費
用
を
公
費
か
ら
支
出

（
授
業
料
等
減
免
の
上
限
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

私
立

入
学
金

授
業
料

入
学
金

授
業
料

大
学

約
28
万
円

約
54
万
円

約
26
万
円

約
70
万
円

短
期
大
学

約
17
万
円

約
39
万
円

約
25
万
円

約
62
万
円

高
等
専
門
学
校

約
８
万
円

約
23
万
円

約
13
万
円

約
70
万
円

専
門
学
校

約
７
万
円

約
17
万
円

約
16
万
円

約
59
万
円

給
付
型
奨
学
金

○
日
本
学
生
支
援
機
構
が
各
学
生
に
支
給

○
学
生
が
学
業
に
専
念
す
る
た
め
、
学
生
生
活
を
送
る
の
に
必
要
な
学
生
生
活
費

を
賄
え
る
よ
う
措
置

（
給
付
型
奨
学
金
の
給
付
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

自
宅
生

約
35
万
円

自
宅
外
生

約
80
万
円

私
立 大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

自
宅
生

約
46
万
円

自
宅
外
生

約
91
万
円

支
援
対
象
者
の
要
件

○
進
学
前
は
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
レ
ポ
ー
ト
等
で
本
人
の

学
習
意
欲
を
確
認

○
大
学
等
へ
の
進
学
後
の
学
習
状
況
に
厳
し
い
要
件

大
学
等
の
要
件
：
国
又
は
自
治
体
に
よ
る
要
件
確
認
を
受
け
た
大
学
等
が
対
象

○
学
問
追
究
と実
践
的
教
育
の
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
た
大
学
等

○
経
営
に
課
題
の
あ
る
法
人
の
設
置
す
る
大
学
等
は
対
象
外

所
要
額
（
試
算
）

国
:
約
7,
10
0億
円

地
方
:
約
50
0億
円

約
7,
60
0億
円

当
面
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

20
19
年

夏
頃

予
約
採
用
の
手
続
開
始

夏
以
降

対
象
大
学
等
の
公
表

20
20
年

4月
以
降
学
生
へ
の
支
援
開
始

授
業
料
等
減
免

2／
3

1／
3

２
／
3

1／
3

約
27
0万
円

〔
非
課
税
〕

約
30
0万
円

約
38
0万
円

年
収
目
安

（
両
親
・
本
人
・
中
学
生
の
家
族
４
人
世
帯
の
場
合
の
目
安
。
基
準
を
満
た
す
世
帯
年
収
は

家
族
構
成
に
よ
り
異
な
る
）

給
付
型
奨
学
金

住
民
税
非
課
税
世
帯
に
準
ず
る
世
帯
の
学
生

住
民
税
非
課
税
世
帯
の
学
生
の
２
／
３
又
は
１
／
３
を

支
援
し
、
支
援
額
の
段
差
を
滑
ら
か
に

高
等
教
育
の
無
償
化
に
つ
い
て

（
実
施
時
期
:
20
20
年
4月
１
日
／
通
常
国
会
に
法
案
提
出
:
20
19
年
2月
12
日
）

※
支
援
対
象
と
な
る
低
所
得
世
帯
の
生
徒
の
高
等
教
育
進
学

率
が
全
世
帯
平
均
(約
80
％
)ま
で
上
昇
し
た
場
合
の
試
算

※
高
等
専
門
学
校
の
学
生
は
、
学
生
生
活
費
の
実
態
に
応
じ
て
、
大
学
生
の
５
割
～
７
割
の
程
度
の
額
を
措
置

【
幼
児
教
育
・
高
等
教
育
無
償
化
の
制
度
の
具
体
化
に
向
け
た
方
針
（
20
18
年
12
月
28
日
関
係
閣
僚
合
意
）
よ
り
】

※
詳
細
は
、
文
部
科
学
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
高
等
教
育
段
階
の
教
育
費
負
担
軽
減
」
参
照
（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
ex
t.g
o.
jp
/a
_m
en
u/
ko
ut
ou
/h
ut
an
ke
ig
en
/in
de
x.
ht
m
）
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事
項

2
0
1
9
年
度

2
0
2
0
年
度
～

給
付
型
奨
学
金

・生
徒
が
高
校
を
通
じ
て
、
日

本
学
生
支
援
機
構

（
JA
S
SO
）
に
申
込

授
業
料
等
減
免

・進
学
後
、
学
生
が

大
学
等
に
申
請

機
関
要
件
の
確
認

・大
学
等
が
機
関
要
件
の
確

認
を
申
請

【進
学
前
の
予
約
採
用
手
続
】

①
採
用
申
込

・経
済
状
況
:
生
徒
本
人
か
ら

JA
S
SO
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
等
を
提
出

・学
業
:
高
校
等
が
生
徒
の
進
学
意

欲
等
を
確
認
、
JA
SS
O
に
報
告

②
JA
S
SO
に
よ
る
要
件
の
確
認

③
採
用
候
補
者
の
決
定

【大
学
等
で
の
手
続
】

①
減
免
申
込

②
大
学
等
に
よ
る
要
件
の

確
認
（
JA
S
SO
と連
携
）

③
授
業
料
等
の
減
免

支
給
開
始

（
進
学
後
）

【機
関
要
件
の

確
認
手
続
】

①
確
認
申
請

②
機
関
要
件
の

確
認

対 象 大 学 等 の 公 表

＜
既
に
大
学
等
に
在

学
し
て
い
る
学
生
＞

・
経
済
状
況
:
学
生

本
人
か
ら
JA
SS
O

に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

等
を
提
出

・
学
業
:
大
学
等
が

学
生
の
学
習
状
況

を
確
認
、
JA
SS
O

に
報
告

※
年
度
内
に
手
続
を

実
施
す
る
の
は
初

年
度
の
み

（
参
考
）
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

○
今
回
の
支
援
措
置
の
実
施
の
た
め
、
20
19
年
の
通
常
国
会
に
、
授
業
料
等
減
免
制
度
の
創
設
、
給
付
型
奨
学

金
の
拡
充
な
ど
を
内
容
と
す
る
法
律
案
を
提
出
（
2/
12
）
。

○
法
案
成
立
後
、
速
や
か
に
関
係
す
る
政
省
令
等
を
整
備
し
、
20
20
年
４
月
か
ら
の
支
援
措
置
実
施
に
向
け
て

下
記
の
よ
う
な
様
々
な
準
備
行
為
を
行
う
。
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高
等
教
育
の
無
償
化
の
2
0
2
0
年
４
月
か
ら
の
実
施
に
向
け
て

（
2
0
1
9
年
度
予
約
採
用
）

【
現
行
制
度
】

○
給
付
型
奨
学
金
:
年
額
24
万
円
～
48
万
円

（
※
国
立
大
学
等
で
授
業
料
減
免
を
受
け
て
い
る
場
合
は
減
額
あ
り
）

○
授
業
料
減
免
:
各
大
学
等
が
独
自
に
実
施

○
高
校
等
ご
と
の
推
薦
枠
あ
り

・
高
校
等
が
JA
SS
O
（
(独
)日
本
学
生
支
援
機
構
）
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

に
基
づ
き
策
定
し
た
推
薦
基
準
に
基
づ
い
て
選
考

・
学
業
要
件
（
成
績
・
意
欲
）
の
み
な
ら
ず
、
経
済
要
件
（
所
得
・

資
産
）
の
確
認
に
も
高
校
等
が
関
与

・
資
産
要
件
の
確
認
の
た
め
通
帳
の
写
し
を
学
校
経
由
で
提
出

○
予
約
採
用
の
み
（
進
学
後
の
申
請
不
可
）

【
新
制
度
】
※
現
在
検
討
中
の
案

○
給
付
型
奨
学
金
:
年
額
35
万
円
～
91
万
円
に
大
幅
拡
充

（
※
大
学
・
専
門
学
校
の
場
合
。
高
等
専
門
学
校
は
５
～
７
割
の
額
を
措
置
）

○
授
業
料
減
免
:
各
大
学
等
が
法
律
に
基
づ
き
実
施

○
高
校
等
ご
と
の
推
薦
枠
な
し

・
高
校
等
在
学
時
の
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
レ
ポ
ー
ト

の
提
出
や
面
談
等
に
よ
り
、
学
習
意
欲
や
進
学
目
的
等
を
確
認
。

（
た
だ
し
、
進
学
後
に
は
、
学
習
状
況
に
厳
し
い
要
件
）

・
経
済
要
件
（
所
得
・
資
産
）
に
つ
い
て
は
JA
SS
O
に
お
い
て
確
認

・
資
産
要
件
の
確
認
は
自
己
申
告
に
よ
る
（
通
帳
の
写
し
の
提
出
不
要
）

○
予
約
採
用
・
在
学
採
用
を
実
施
（
進
学
後
の
申
請
も
可
）

同
:
学
生
が
大
学
等
に
授
業
料
等
の
減
免
の
申
込
み

→
授
業
料
等
の
減
免
開
始

新
し
い
制
度
の
予
約
採
用
手
続
は
、
進
学
前
の
高
校
３
年
生
等
を
対
象
と
し
て
、
本
年
夏
以
降
に
実
施
す
る
予
定
で
す
。

こ
れ
ま
で
経
済
的
事
情
に
よ
り
進
学
を
断
念
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
生
徒
に
も
進
学
の
機
会
を
確
保
で
き
る
こ
と
と
な
る
新
た

な
支
援
措
置
の
内
容
に
つ
い
て
周
知
を
お
願
い
し
ま
す
。

ま
た
、
新
し
い
制
度
で
は
、
高
校
等
在
学
時
の
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
レ
ポ
ー
ト
の
提
出
や
面
談
等
に
よ
り
、

明
確
な
進
路
意
識
と
強
い
学
び
の
意
欲
を
確
認
し
ま
す
が
、
一
方
で
、
大
学
等
へ
の
進
学
後
に
は
、
そ
の
学
習
状
況
に
つ
い
て

厳
し
い
要
件
を
課
し
、
こ
れ
に
満
た
な
い
場
合
に
は
支
援
を
打
ち
切
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

生
徒
が
予
約
採
用
を
申
し
込
む
に
当
た
り
、
適
切
な
進
路
指
導
を
通
じ
て
、
制
度
に
つ
い
て
の
理
解
を
促
す
と
と
も
に
、
進
路

意
識
や
学
習
意
欲
が
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
十
分
な
確
認
を
行
っ
て
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

（
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
イ
メ
ー
ジ
）

＊
平
成
31
年
の
通
常
国
会
に
、
関
連
法
案
を
提
出
(2
/1
2)

遅
く
と
も
５
～
６
月
頃

:
給
付
型
奨
学
金
の
予
約
採
用
の
募
集
案
内

（
夏
頃

:
支
援
の
対
象
と
な
る
大
学
等
の
公
表
（
※
機
関
要
件
を
満
た
す
大
学
・
専
門
学
校
が
対
象
）
）

夏
頃

:
予
約
採
用
の
申
込
み
の
受
付

年
内
メ
ド

:
予
約
採
用
候
補
決
定
通
知

４
月
以
降
（
進
学
後
）

:
学
生
が
進
学
届
を
大
学
等
を
通
じ
て
JA
SS
O
に
提
出

→
給
付
開
始

同
:
学
生
が
大
学
等
に
授
業
料
等
の
減
免
の
申
込
み

→
授
業
料
等
の
減
免
開
始
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